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米国の金融政策について
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＜「時間軸効果」延長とインフレ目標の導入＞

1月24日～25日（現地時間）、米連邦公開市場委員会（FOMC）が開かれ、政策金利であるフェデラルファンドレー
ト（FFレート）の誘導目標を0～0.25%の範囲に据え置くこと等、現行の金融政策を継続することを決定しました。

発表された声明文によると、

①「少なくとも2014年の遅く」まで、現在の実質的なゼロ金利政策を継続する可能性が高いこと

②長期的なインフレ目標として、個人消費支出デフレータで前年比＋2%上昇が整合的であること

等が示されました。いわゆる「時間軸効果」として、少なくとも2013年半ばまでとしていた低金利継続の期間の延長
を示唆したこと、今回初めてインフレ目標を明確にしたことは特筆すべき点です。

また、今回から、利上げ開始のタイミングについてFOMC参加者の見通し等が示され、情報の透明性向上に向け
た措置がとられました。

＜市場は株高、ドル安、債券高＞

米国市場では、株式は良好な経済指標が好感され昨年末から上昇基調にある一方、為替はドル安の動きとなっ
ていました。今回のFOMC声明を受けて、株式は小幅高で直近高値を更新、為替はややドル安、債券価格は低
金利が長期化することを受けて上昇（利回りは低下）しました。

25日のNYダウ工業株30種平均は前日比で81.2ドル高（約0.6%）上昇、為替市場の海外終値は、1豪ドル＝
1.0597米ドル（前日比＋1.0%の豪ドル高）、1ユーロ＝1.3106米ドル（前日比＋0.5%のユーロ高）、リスク選好
の動きから円が売られたため１米ドル＝77.78円（前日比▲0.1%の円安）となりました。

＜金融政策の見通し＞

米国経済は昨年末から経済指標の一部に改善の兆しが見られ、今後も緩やかな回復傾向を辿ると見ています。
しかしながら失業率は比較的高い水準が続くこと、インフレは抑制されることが予想されており、金融当局は慎重
に現行政策を維持していくものと思われます。

＜米国政策金利の推移＞ ＜米株価指数の推移＞


